













「会社法」が平成 17年 7月 29日に成立した。これを
受けて 17年 12月 14日には「会社法施行令」が制定
され，平成 18年 2月 7日には「会社法施行規則」「会
社計算規則」「電子公告規則」の 3つの規則があいつ





1月 30日 政令第 20号）」及び「商法施行規則（平




















さらに 14年の商法改正（平成 14年法律第 45号）
があり，平成 15年（平成 15年法律 132号），最後に



























13年第 2次商法改正では法 281条 3項が追加され，
紙媒体に代わり電磁的記録による情報提供が可能とな

































日から 5年間＜商法 283条 7項＞












2 第 33条ノ 2第 1項ノ規定ハ前項第 1号又ハ第 4
号ニ掲グルモノニ之ヲ準用ス










第 283条 取締役ハ第 281条第 1項各号ニ掲グルモ
ノヲ定時総会ニ提出シテ同項第 3号ニ掲グルモノニ在
リテハ其ノ内容ヲ報告シ，同項第 1号，第 2号及第 4
号ニ掲グルモノニ在リテハ其ノ承認ヲ求ムルコトヲ要
ス


























第 457条 この法律の規定による公告（第 283条第
4項の規定による公告を除く。以下この章において同
じ。）を電子公告により行おうとする会社は，当該公
告について第 100条第 6項（第 147条において準用す





















































































商法に於いては商法 281条 1項で 1．貸借対照表
2．損益計算書 3．営業報告書 4．利益ノ処分又
ハ損失ノ処理ニ関スル議案であったが，新「会社法」








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5．太田達也「改正商法の実務」平成 14年 10月 税務研究会
出版局
6．近藤光男「最新会社法」平成 11年 3月 中央経済社





2．ジュリスト 1295号別冊「会社法 全条文」2005. 8 有
斐閣
3．企業会計特別保存版「新会社法詳解」平成 17年 7月 中
央経済社
4．「会社法」法令集 平成 18年 2月 中央経済社
5．新日本監査法人 編著「会社法施行規則」「膾炙計算規
則」「電子公告」全文 税務経理協会
6．太田達也「新会社法の完全解説」平成 17年 8月 税務研
究会出版局
7．法務省民事局付検事 葉玉匡美「新・会社法 100問」
2005.12 ダイヤモンド社
8．法務省大臣官房参事官 相澤哲 編著「新・会社法」
2005. 7 商事法務
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